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は じ め に
アメリカ国防総省のライフサイクル・コスティングは，制度として機能する
ライフサイクル・コスティングであり，『ライフサイクル・コスト調達・取得
制度』の名称である。『ライフサイクル・コスティングとは，調達物品などの
契約において，取得価格および所有により発生する運用コストと保全コストな
どを考慮して調達する，あるいは，取得する方法である。』
この制度においてアメリカ陸軍は「ライフサイクル・コスト分析」を実践し
ており，この方法が，ライフサイクル・コスティングにおける特質の一つを明
らかにしている。次に，ライフサイクル・コスティングの重要な機能の一つ
は，予算編成とその執行目的のための見積りライフサイクル・コスト情報を提
供することにある。
アメリカ陸軍のライフサイクル・コスト分析およびライフサイクル・コス
ティングは，マテリアル・システム（兵器システム）を対象とするものである。
国防総省は，この特質を持つライフサイクル・コスティングを予算制度
（PPBS）に組み込み，取得制度において見積りライフサイクル・コスト予算の
提供という機能を遂行させた。このシステムの機能を単なるライフサイクル・
コスト管理の視点で理解するだけでなく，予算権限に関するシビリアン・マネ
ジメントの視点で研究すれば，ライフサイクル・コスティング研究は，会計分
野における研究であると主張することが出来る。予算管理におけるライフサイ
クル・コスティングの構造と機能をより明確に理解することが出来るのであ
る。また，契約企業予算管理システム（Earned Value Management）における
ライフサイクル・コスティングの機能の研究に関連づければ，民間企業の管理
会計の研究にも貢献することができる。
わが国のライフサイクル・コスティング研究の系譜の一つは，テロテクノロ
ジーを起点とする研究にある。本稿で議論するライフサイクル・コスティング
は，国防総省と防衛産業との間で実践される。この型のライフサイクル・コス
ティングは，わが国においては実践されていない。最近の動きとしては，防衛
省におけるライフサイクル・コスト・マネジメントの取り組みを指摘すること
ができる。しかしながら，取得制度におけるライフサイクル・コスティングと
いう国防総省モデルへと深化させ，制度として機能させるには，まだ多くの課
題が存在する。
 ライフサイクル・コスト概念
取得制度においてライフサイクル・コスト分析の対象になる「システムのラ
イフサイクル・コスト（LCC）は，政府が当該システムを取得し，所有するた
めのコスト総額である。LCCには，開発・取得・運用・支援コストおよび廃
棄コストなどが含まれる。契約締結，調達先の選択，デザイン代替案間での選
択などを目的とする見積り LCCは，『関連コスト』の検討に利用される」。
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アメリカ陸軍における LCCは，予算執行との関連性も考慮されるので，以下
に示す「資金提供する要素（Funded Eiements）」という表現が使用されている。
 研究・開発・試験・評価に資金提供する原価要素。
 調達に資金提供する要素：主要任務用装備品とその支援物を購入する
費用。
 軍事用構築物に資金提供する要素：システムに固有の建物に関するす
べての費用。
 軍関係者直接人件費に資金提供する要素：システムの開発・生産・配
備・運用および支援などに関係する軍関係者費用。
 運用および支援に資金提供する要素：システムの開発・生産・戦闘配
置・操作および支援にかかわる総費用。
 陸軍運転資金（Army Working Capital Fund）要素：戦争準備金コスト。
マテリアル・システム（兵器システム）の再供給ができるまでのシス
テム運用および支援に必要なコスト。
 ライフサイクル・コスト分析のプロセス
ライフサイクル・コスト分析および見積りの目的は，プログラムおよびシス
テムに関連する諸資源要求を金額に換算し，さらに予算要求に換算することに
ある。アメリカ陸軍の実践する分析プロセスは，図１に示すように，以下であ
る。
 定義・基本原則・仮定・制約事項などの設定
マテリアル・システムの開発担当者は，「コスト分析要求事項説明書」を
作成する。その分析の基盤を設定する。
 コスト要素構造および作業明細構造（Work Breakdown Structure）の開発。
マテリアル・システムには，システム別原価要素別にコストを分類するコス
ト要素構造と，製品指向型の系統図であり，エンジニアリング・データを会
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計構造に転換する方法である作業明細構造がある。両者を組み合わせ，適切
なコスト構造を構築し，二重計算を回避する。
 データベース・コスト・モデル，コスト見積関係式などの構築
コスト・技術・プログラム情報などのデータは，過去の契約業者原価報告
書と見積りデータ，政府契約書，コスト・技術データ，査定コスト調査など
の形式をとる。
 各要素について，コスト見積りを行う。類推コスト見積り法，パラメト
リック見積り法などを使用して，各コスト要素を見積もる。
 コスト見積り総額の検査。使用されるコスト見積方法および重要な基本原
則と仮定事項などについて，重要な原価要素を検査し，コスト・リスク評価
と感度分析などを行い，その合理性を検査する。
 文書の作成。以上のすべての段階の事項を文書化する。
 ライフサイクル・コスト分析を基礎とする経済性分析
すでに述べたように，アメリカ国防総省のライフサイクル・コスティングは
『ライフサイクル・コスト調達・取得制度』であり，法律を基盤とする制度と
して機能する。その計算対象となる「システムのライフサイクル・コストとは，
政府が当該システムを取得し，その全生涯にわたり所有するためのコスト総額
であり，開発コスト，取得コスト，運用コスト，支援コストそして適用できる
場合には，廃棄コストなどを含んでいる。１）」ここでは，この制度において陸軍
省が実践する「ライフサイクル・コスト経済性分析」をライフサイクル・コス
ティングを支援する基礎技法として紹介し，その特質を明らかにする。２）なお，
ライフサイクル・コストと経済性分析を基礎とするトータル・コスト概念を意
思決定問題に利用することは，１９７２年の国防総省指針（DoDI７０４１）において
規定されている。３）
なお，陸軍省のライフサイクル・コストには，国防総省の予算管理制度であ
る戦略的プランニング・プログラミング・予算編成および執行システム
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（PPBES : Planning, Programming, Budgeting and Execution System）との関連性
も考慮されるので，「資金提供する要素（Funded Elements）」という表現が使
用され，以下の種類がある。ただし，プログラムとかプロジェクトなどの経済
性分析において，常に，これらコストのすべてが分析の対象となるわけではな
い。
研究・開発・試験・評価に資金提供する原価要素 調達に資金提供す
る要素：主要任務用装備品とその支援物を購入する費用 軍事用構築物に
資金提供する要素：システムに固有の建設に関するすべての費用 軍関係
者直接人件費に資金提供する要素：システムの開発・生産・配備・運用および
支援などに関係する軍関係者費用 運用および支援に資金提供する要素：
システムの開発・生産・戦闘配置・操作および支援にかかわる総費用 陸
軍運転資本資金（Army Working Capital Fund）要素：戦争準備金コストであ
り，システムの再供給ができるまでのその運用および支援に必要なコスト。４）
そしてライフサイクル・コスト分析および見積りの目的は，プログラム，プ
ロジェクトおよびシステムなどに関連する諸資源要求を金額に換算し，さらに
予算要求に換算することにある。陸軍省の実践する分析プロセスの内容とその
相互関係は，図１にまとめられている。そのプロセスは，定義・基本原則・
仮定・制約事項などの設定 コスト要素構造および作業明細構造（Work
Breakdown Structure）の開発 データベースとコスト・モデルおよびコ
スト見積関係式などの構築 各要素についてのコスト見積りの遂行 コ
スト見積り総額の検査 以上のすべての段階の事項を文書に作成する，な
どである。このプロセスは，経済性分析におけるコスト見積り分析の基礎にな
る。５）
陸軍省の経済性分析は，適切な資源配分を目的とする系統的かつ総合的な分
析方法である。その分析プロセスは，所定の目標を達成する選択的行動方針の
コストおよび便益を特定し，分析し，比較するシステム・アプローチであり，
資源の最も効率的で効果的な使用を決定する。そのプロセスと内容を示すもの
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が，図２である。以下において，この図の流れに沿って，その内容を検討す
る。６）
 目標の設定：測定可能，実際的，達成可能であり，しかも結果指向となる
目標を定義する。
 仮定の構築：仮定とは，「事実」に対立する未知のことに関連する仮説で
ある。これは，将来に発生する事項に関係し，ある程度の不確実性を伴うも
のである。
 制約事項の識別：組織の政策や手順の制約，資金調達の注意事項，物理的
制限，時間に関係する注意事項，資金および予算の制約事項などが検討さ
れ，識別される。
 代替案の識別：資源の最適配分は，適切な代替案の検討に左右されるの
で，目標を達成するための実行可能な代替案をすべて開発し，特定する。現
状についての案も代替案の一つとして提示され，比較のための基礎として使
用される。
 各代替案のライフサイクル・コストの見積り：プログラム，プロジェクト，
システムなどの最初の実施と運用および処分までの未来コストであるライフ
サイクル・コストをすべて見積もる。コスト見積りは，プログラム，プロ
ジェクト，システムなどに関連する資源要求事項を見積り金額に換算する手
段である。また，コスト見積りは，資源要求事項を予算要求事項に換算する
ためにも使用され，そのプロセスは，図３に要約された形式で示されている。７）
 各代替案の便益の見積り：便益とは，組織が消費する資源について受け取
ることを期待する結果である。便益分析の目的は，提案される代替案の便益
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⑴　目標の設定
⑵　仮定の構築
⑶　制約事項の識別
⑷　代替案の識別
⑸　各代替案のライフサイクル・コストの見積り
⑹　各代替案の便益の見積り
⑺　ライフサイクル・コストおよび便益の比較分析による
現状案と代替案の比較
⑻　感度分析，リスク分析，不確実性分析の実行
⑼　分析結果および勧告案の報告書の作成
⑽　報告文書をチェックリストにより精査し，妥当性を確認する
図１ ライフサイクル・コスト分析の方法
図２ ライフサイクル・コストを基礎とする経済性分析のプロセス
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経済性分析におけるコスト見積りプロセス
陸軍省の要求事項
仮定と制約
代替案の作成
代替案１
（現在の状態） 代替案２ 代替案３
データの収集
↓
データの分析
↓
コスト要素の開発
↓
原価計算方法の記述
↓
各代替案のコスト見積りの提示
↓
仮定との一致性の確保
↓
コストの要約表の提示
↓
支援文書の作成
↓
監査証拠の維持
経済性分析
を特定し，測定し，評価することにある。便益分析のプロセスは，図４に示
されているので，その内容を以下において説明する。８）
 データの収集，分類と分析：便益を見積もる前に必要なデータの収集，
分類そして分析を行う。データは適切な原資料から収集し，データ間の関
係を特定する。
図３ 経済性分析におけるコスト見積りプロセス
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便益分析のプロセス
陸軍省の要求事項
仮定と制約
代替案
代替案１
（現在の状態） 代替案２ 代替案３
データの収集と分類
↓
データの分析
↓
すべての便益の特定
↓
定量化できる便益の識別と見積り
↓
コストの節約額，コスト回避額の見積りと生産性の改善
↓
定量化できない便益の識別と評価
便益
定量化できる便益 定量化できない便益
 すべての便益の特定：各代替案において発生する便益を，定量化できる
便益と定量化できない便益に特定する。
 定量化できる便益の識別と見積り：金額に定量化できる便益と他の条件
で定量化できる便益に分類する。金額に定量化できる便益には，コスト節
約，コスト回避，生産性向上などがある。予算科目ごとに便益をすべて特
定し，特に，その便益が発生すると予想される会計年度を特定することが
重要である。
図４ 便益分析のプロセス
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 コストの節約額，コスト回避額の見積りおよび生産性の改善という便益
の特定。
 定量化できない便益の識別と評価：定量化できない便益を列挙し，目標
に対する相対的重要度によりランク付けする。それに加えて，重みを各便
益に割り当てる。合計点数が各代替案について計算され，分析が可能とな
る。定量的測定基準に向かない便益は，定性的に扱う。
 ライフサイクル・コストおよび便益の比較分析による現状案を含む代替案
の比較
各代替案のライフサイクル・コストおよび便益の見積りを完了した後，プロ
グラムやプロジェクトの責任者は，たとえば，現状に関する実行可能な案（現状
案）を含む代替案のコストと便益の比較を行い，好ましい案を特定し，その結
果を意思決定者へ提示する。選択する案は，そのコストに関して最大の便益を
もたらす代替案である。しかしながら，コストと便益を比較する場合，分析結
果が以下に示す４通りになる場合があり，その際の選択規準は，以下となる。９）
 同額のコストと同等でない便益の場合：所定のコスト水準で最も大きな
便益を提供する代替案を選択する。
 同額のコストと同等の便益の場合：さらなる分析結果を必要とする。主
観的な理由付けとかポイント・システムなどの他の要素に基づく代替案の
選択を考慮する。
 同額でないコストと同等でない便益の場合：代替案をランク付けする単
一の規準はない。便益対コストの比率による順位で上位に位置する代替
案，あるいは，最少の正味現在価値に対して最大の便益をもたらす代替案
などの規準が考えられる。
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 同額でないコストと同等の便益の場合：最少コストを発生する代替案を
選択する。
 感度分析，リスク分析，不確実性分析の実行
コストおよび便益が，ある変数の変更に対してどれくらいの感度があるか，
あるいは，どれだけのリスクが存在するかを意思決定者に対して説明する。リ
スク分析は測定可能な確率を扱い，不確実性分析は確率を扱わない。１０）
 分析結果および勧告案の報告書の作成
経済性分析の結果および発見事項などを要約し，代替案の比較に関する最終
的な報告書を作成する。仮定事項，コスト，方法，結果，およびデータなどを，
たとえば，図５の様式の文書に作成する。１１）
 報告書をチェックリストにより精査し，妥当性を確認する
報告書を提出する前に，経済性分析の妥当性を確認する。特に，高額または
注目度の高い経済性分析については，正式な報告書とともに，すべてのコスト
および便益についての妥当性の確認を行う。確認される内容は，仮定事項，制
約事項および分析方法は論理的である，使用されたコスト要素は適切である，
コストおよび便益の見積りは代替案全部について整合性がある，適切なインフ
レーションと割引きが適用されている，代替案は明確に説明され，適切にラン
ク付けされている，感度分析，リスク分析および不確実性分析は適切に扱われ
ている，結論は合理的に裏付けられている，などである。１２）
お わ り に
ライフサイクル・コスティングの主要な目的は，マテリアル（兵器）・シス
テムの最もコスト効果的なコンフィギュレーションを決定するための信頼出来
る経済性分析情報を意思決定者に提供することにある。本稿で検討したアメリ
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経済性分析の重要な要素
目的
仮定
－期間の考察 －Economic life
－プロジェクトの年数 －Technological life
制約
代替案
－現在の状態
－他の実現可能な代替案
データとその源泉
－便益のデータ －Cost estimating data
－コスト見積関係式
コスト
－繰り返して発生するコスト －繰り返しては発生しないコスト
－カレント金額 －カレント金額
便益
－定量的なもの －非定量的なもの
代替案の比較
感度，リスク／不確実性分析
－感度分析 －リスク／不確実性分析
経済性の指標
－節約額／投資額比率 －便益／コスト比率
－便益／投資額比率 －損益分岐点
結論
勧告案
カ陸軍省のライフサイクル・コスト経済性分析は，マテリアル（兵器）・シス
テムだけでなく，軍関連の建設物プロジェクトなどの比較分析に利用する技法
として解説されている。アメリカにおける経済性分析は，１９３０年代の Engineer-
ing Economyを基礎としており，この学問がライフサイクル・コスティングの
図５ 経済性分析の重要な要素
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ライフサイクル・コスティング制度
歴史背景 技法基盤 法律基盤
起源であるとする考えも存在する。１３）この点は，イギリスとわが国のライフサ
イクル・コスティング研究の系譜の一つが，テロテクノロジーを起源とする考
えとは異なる点である。１４）最近のわが国におけるライフサイクル・コスティン
グ研究として，防衛省におけるライフサイクル・コスト・マネジメントの取り
組みを指摘することができる。１５）この取り組みは，アメリカ国防総省のライフ
サイクル・コスティングの考えをわが国の実践に導入する展開として，今後，
期待されるものである。
本稿の内容は，図６に示すアメリカ国防総省モデルに関する研究の一部分を
構成するものである。このモデルを支援する技法基盤の理論的な研究には，国
防総省の『５０００モデル』に見られるライフサイクルの五段階と多様な基礎技
法の関係についての研究が必要である。この点を今後の研究において明らかに
したい。１６）
また，本稿の論述は，技法基盤としての経済性分析についてのみの検討に絞
られているため，ライフサイクル・コスティング研究全体に関する知見を提示
していない。この点も，今後の研究課題である。１７）
なお，ライフサイクル・コスティングの歴史とその体係に関する研究は，以
下の図表を基礎にしている。１８）
図６ ライフサイクル・コスティング制度の基盤
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会計検査局（General Accounting Office）
　1929 年：トータル・コストの考慮を支持する判定
国防総省（陸・海・空軍）　　　軍需物資
1947 年：国防品調達法　　　　軍事施設・システム
NASA：1989 年：System Accounting Model（SAM）
　スペースシャトル
環境と製品のライフサイクル・アセスメントとそれに続くライフサイクル・コスト・アセ
スメント（環境コスト）
ブランチャード：ロジスティクス・エンジニアリングとマネジメント
デイロン：メカニカル・エンジニアリング
バリュー・エンジニアリング
ライフサイクル・マネジメントの研究
エンジニアリング・エコノミー
日本プラントメンテナンス協会の研究と活動
建築業界の研究と活動
日本会計研究学会の研究と活動
テロテクノロジー・センターの研究と活動
土木工学（Civil Engineering）
国防省および NATOを中心とする CALSの研究
連邦政府調達庁（General Services Administration）
連邦政府補給局（Federal Supply Service）
消費者用製品（ルーム・エアコン，ウォーターヒーター，冷蔵庫など）
商務省・国家標準局　1973 年：実験的技術インセンティブズ・プログラム
（Experimental Technology Incentives Program）
消費者用製品（ルーム・エアコン，ウォーターヒーター，冷蔵庫など）
ライフサイクル・コスティングの研究
　・アメリカ国防総省と陸・海・空軍関係者の研究
　・ロジスティクス・マネジメント協会と実務家の研究
建物に関するライフサイクル・コスティングの研究
　・連邦政府の作成したマニュアル
　・建築関係者と建築団体の研究と活動
州政府と地方政府：ハイウェイの建設と公共用輸送車両の調達
1964 年：The Urban Mass Transportation Act
1978 年：The Surface Transportation Assistant Act
1982 年：議会による LCCに基づく調達の命令
国防省　1988 年：CALS（Computer-aided Acquisition and Logistic Support）:
CIRPLS（Computer Integrarion of Requirements, Procurement. Logistics, Support）:
DEAMS（Defence Equipment Acquisition and Material Support）
軍需物資の調達
エネルギー省　1975 年：エネルギー政策と節減法
1977 年：カーター大統領令「エネルギー政策と管理に関する Executive Order 12003」に基
づくエネルギー・マネジメント・プログラム」
1978 年：国家エネルギー節減政策法
建物，建物に付属する物品（ソーラー温水器システム）
産業省　1970 年 4 月：国立テロテクノロジー・センターを設立
テロテクノロジー政策をライフサイクル・コスティングと関連付けて展開。テロテクノロ
ジーはMaintenanceの言い替え。
1974 年：Health and Safety at Work法の制定
　有形固定資産（資本財，製造プラント，製鉄所，生産設備）
1959 年頃：製品ライフサイクル（マーケティング）に関する研究
1988 年：CAM-I：ライフサイクル・マネジメントの章。
　　　　 バースタイン，サスマン，シールズ・ヤングなどの研究
1989 年：シャンク・ゴビンダラジャンの戦略的コスト・マネジメント論。
ただし，ライフサイクル・コスティングについては 1981 年の
Forbis-Mehtaの論文を引用
図表 ライフサイクル・コスティング研究の展開
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注１）U. S. Department of Defense, Life Cycle Costing Guide for System Acquisitions（ interim）LCC
-３.９７３. p.１－１.
U. S. Department of Defense, Defense Acquisition Guidebook.２００４.
岡野 憲治「ライフサイクル・コスティング：『ライフサイクル・コスト取得制度』の特
質－ライフサイクル・コスト分析を中心として－」『会計』第１７７巻第１号。２０１０年１月。
PP.７９－８９。
２）U. S. Department of The Army, Economic Analysis Manual, U. S. Army Cost and Economic
Analyais Center. February２００１.
３）U. S. Department of Defense, DoD Instruction ７０４１．３ Economic Analysis and Program
Evaluation for Resource Management.１９７２.
ライフサイクル・コストと経済性分析の関係についてのさらに詳細な内容は，以下を参
照。
Blanchard. B. S., Cost Effectiveness, System Effectiveness, Integrated Logistics Support, and
Maintainability, IEEE Transactions on Reliability. Vol. R－１６. NO.３. December １９６７. pp.１１７－
１２６.
Fabrycky, W. J. and B. S. Blanchard, Life-Cycle Cost and Economic Analysis. Prentice Hall.
１９９１.
４）U. S. Department of The Army, Cost Analysis Manual, U. S. Army Cost and Economic
Analysis Center. May２００２. Appendix, pp.１２６－１４１.
PPBES（Planning, Programming, Budgeting and Execution System）の前身である PPBS
（Planning, Programming and Budgeting System）の導入に貢献されたのが，会計学者のアン
ソニー教授である。このシステムの特質は，プログラミングにある。導入時に「５年間の
国防総省プログラム」の名称は，「将来年度の国防プログラム（Future Years Defense
Program）」の名称に変更され，現在では，１１個の主要国防プログラムがある。また，ライ
フサイクル・コスティングの機能として，このシステム（PPBES）におけるライフサイク
ル・コスト分析機能を指摘することができる。これらの点については，以下の文献を参照。
Anthony, Robert N., New Frontiers in Defense, Financial Management, Federal Accountant.
１９６２.１１. pp.１３－３２.
Stuart E. Johnson, A New PPBS Process to Advance Transformation, Defense Horizons２００３.
pp.１－６.
U. S. Department of The Army, Army Regulation １-１ Planning, Programming, Budgeting
and Execution System.１９９４.
Department of Defense, Department of Defense Instruction, Implementation of the Planning
Programming, and Budgeting System.１９８７. p.２４.
U. S. Department of Defense, Directive７０４５.１４ The Planning, Programming and Budgeting
ライフサイクル・コスティングの体系に関する研究 ２１１
System.２００３.
U. S. Department of Defense, DOD ７０４５.７-H Future Years Defense Program（ FYDP）
Structure Handbook.２００４.
岡野憲治「アメリカ国防総省における管理会計の展開－LCC（Life Cycle Costing）と PPBS
（Planning, Programming and Budgeting System）の展開を中心として－」『原価計算研究（日
本原価計算研究学会）』第３２巻第２号。２００８年３月。５８－６７頁。
岡野憲治『松山大学総合研究所所報第５８号 アメリカ国防総省管理会計研究－調達制度
ライフサイクル・コスティング研究を起点として－第３章アメリカ国防総省における管理
会計の展開－LCC（Life Cycle Costing）と国防総省予算管理制度：PPBS（Planning, Program-
ming and Budgeting System）と PPBES（Planning, Programming, Budgeting and Execution
System）の展開を中心として』。松山大学総合研究所。２００９年。２８－４３頁。
藤野 雅史「公的部門における管理会計の統合プロセス－米国連邦政府の業績予算－」
『会計プログレス（日本会計研究学会）』NO．１０ ２００９年９月。PP．８４－１００。２００４。
５）U. S. Department of The Army, Cost Analysis Manual, U. S. Army Cost and Economic
Analysis Center. May２００２. p.３４.
６）U. S. Department of The Army, Economic Analysis Manual, U. S. Army Cost and Economic
Analysis Center. February２００１. p.７. pp.８－１１.
７）U. S. Department of The Army, Economic Analysis Manual, U. S. Army Cost and Economic
Analysis Center. February２００１. p.１７.
８）U. S. Department of The Army, Economic Analysis Manual, U. S. Army Cost and Economic
Analysis Center. February２００１. p.２９, pp.１８－３１.
９）U. S. Department of The Army, Economic Analysis Manual. U. S. Army Cost and Economic
Analysis Center. February２００１. pp.３２－３３.
以下の１９７０年代のガイドブックでは，トレード・オフの規準の説明に，この種のライ
フサイクル・コストとシステム効果性の関係が利用されている。
U. S. Department of Defense, Life Cycle Costing Guide for System Acquisitions（ interim）
LCC-３１９７３, pp.２－５,２－６,２－７.
１０）U. S. Department of The Army, Economic Analysis Manual, U. S. Army Cost and Economic
Analysis Center. February２００１. pp.３７－３８.
１１）U. S. Department of The Army, Economic Analysis Manual, U. S. Army Cost and Economic
Analysis Center. February２００１. p.１１.
１２）U. S. Department of The Army, Economic Analysis Manual, U. S. Army Cost and Economic
Analysis Center. February２００１. Appendix pp.１３７－１４２.
１３）Kirk, Stephen, J., and AlphonseJ. Dell´sola, Life Cycle Costing for Design Professionals,
Second Edition.McGraw-Hill, Inc.,１９９５. pp.６－８.
Grant, Eugene L., Principles of Engineering Economy. The Ronald Press,１９３０.
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１４）昭和６０年度 製造プラントのメンテナンス技術に関する調査研究委員会『製造プラント
のメンテナンス技術－ライフサイクル・コストに関する調査研究報告書』日本プラントメ
ンテナンス協会。１９８６年。PP．３－６。
１５）防衛省装備施設本部『ライフサイクルコストの算定要領（第２．１版）』。平成２１年１月。
防衛省装備施設本部『平成２２年度ライフサイクルコスト管理年次報告書』。平成２２年
９月。
１６）U. S. Department of Defense, Directive５０００．１, The Defense Acquisition System.２００３.
U. S. Department of Defense, Department of Defense Instruction ５０００．２, Operation of the
Defense Acquisition System.２００３.
国防総省は，１９７０年版の国防総省指針５０００．１によって，主要な国防システムの取得に
ライフサイクル・コスティングが遂行されることを要求した。後に，『５０００モデル』と呼
ばれることになる取得モデルにおいて，ライフサイクル・コスティングが重要な役割を果
たすことになった。現在の指針５０００．１は，取得プログラムにおいて，トータル・システ
ム性能を最適にし，そしてオーナーシップ・コストを最小にするために，システム・アプ
ローチが採用されることを要求している。
基礎技法には，多様な基礎技法が存在する。デザイン・ツー・コスト（Design To Cost），
パラメトリック見積り方法，作業明細構造（Work Breakdown Structure : WBS）に加えて，
たとえば，以下を挙げることが出来る。
U. S. Department of Defense, DOD４２４．５．８-H Value Engineering.１９８６.
U. S. Department of Defense, Office of the Secretary of Defense Cost Analysis Improvement
Group, Operating and Support Cost-Estimating Guide.１９９２.
U. S. Department of Defense, MIL-HDBK-５０２ Acquisition Logistics.１９９７.
U. S. Department of Defense, MIL-STD-１３９０C Level of Repair Analysis.１９９７.
U. S. Department of Defense, MIL-HDBK-６１A（ SE） Configuration Management Guidance.
February２００１.
U. S. Department of Defense, MIL-STD-４９９C Systems Engineering.March２００５.
U. S. National Defense Industrial Association Program Management Systems Committee２００６,
ANSI/EIA-７４８-A A Standard for Earned Value Management Systems Intent Guide２００６ Edition.
１７）アメリカ国防総省におけるライフサイクル・コスティングの生成から現在までの進化の
過程についての歴史研究を通じて，制度としてのライフサイクル・コスティングの特質を
明らかにすることが出来る。その構想は，以下の文献を基礎にして考察される。
岡野憲治「ライフサイクル・コスティング思考の萌芽と生成に関する一考察－アメリカ
会計検査局（General Accounting Office）の見解を中心として－」『松山大学論集』第８巻
第２号。１９９６年６月。PP．１９－４８。
岡野 憲治「ライフサイクル・コスティング研究の源流－アメリカ国防省を中心とする
ライフサイクル・コスティング研究－」『会計』第１４７巻第６号。１９９５年６月。PP．７５－９０。
ライフサイクル・コスティングの体系に関する研究 ２１３
岡野 憲治「ライフサイクル・コスティングの研究」『会計』第１６０巻第２号。２００１年
８月。PP．７４－８７。
岡野 憲治「ライフサイクル・コスティング－その特質に関する一考察－」『会計』第
１６４巻第６号。２００３年１２月。PP．７９－９２。
岡野 憲治「ライフサイクル・コスティングに関する一考察－政府調達制度のライフサ
イクル・コスティングを中心として－」『会計』第１６９巻第２号。２００６年２月。PP．８５－９７。
岡野 憲治「ライフサイクル・コスティングの研究－アメリカ国防総省『ライフサイク
ル・コスト取得モデル』の研究を中心として－」『会計』第１７５巻第６号。２００９年６月。
PP．１１１－１２２。
岡野 憲治「ライフサイクル・コスティング：『ライフサイクル・コスト取得制度』の
特質－ライフサイクル・コスト分析を中心として－」『会計』第１７７巻第１号。２０１０年１
月。PP．７９－８９。
岡野憲治『松山大学総合研究所所報第５８号 アメリカ国防総省管理会計研究－調達制度
ライフサイクル・コスティング研究を起点として－』第３章アメリカ国防総省における管
理会計の展開－LCC（Life Cycle Costing）と国防総省予算管理制度：PPBS（Planning,
Programming and Budgeting System）と PPBES : Planning, Programming, Budgeting and
Execution Systemの展開を中心として－）。松山大学総合研究所。２００９年。２８－４３頁。
Wrisberg, N. and Herias A. Udo de Haes（Eds.）, Analytical Tools For Environmental Design
and Management in a Systems Perspective. Kluwer Academic Publishers.２００２.
D. Hunkeler, K. Lichtenvort, and G. Rebitzer Edition. Environmental Life Cycle Costing. CRC
Press.２００８.
１８）岡野憲治『松山大学総合研究所所報第２１号 ライフサイクル・コスティング研究序説－
実践的展開を中心として－』。松山大学総合研究所。１９９７年。２頁。
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【資料】 CASBの発展：アメリカにおける原価計算基準審議会
（CASB : Cost Accounting Standards Board）の原価計算
基準の展開と効果
（Darrell J. Oyer, Accounting For Government Contracts Cost Accounting
Standards. Chapter１Development and Effect of Cost Accounting Standards. Lexis
Nexis.２０１０.）の抄訳。
物品・サービスに関するすべての調達契約（軍用／民生，元請／下請）のう
ち，連邦政府と交渉を行うものは，原価計算基準審議会（CASB : Cost Accounting
Standards Board）が発布した基準・規定・規則の対象となる可能性がある。本
章では，原価計算基準審議会とその業務の概要について説明する。
本章に続く以下の章では，CASBの発表に関する詳細について説明し，原価
計算基準の履行に関する情報を提示する。
§１．０１ 原価計算基準審議会（CASB : Cost Accounting Standards Board）
これまで連邦議会では，原価計算基準審議会（CASB）を２期にわたり設立
している。第１期の CASBは，連邦議会の一機関として１９７１年から１９８０会
計年度までの業務を行った。１９８８年に連邦議会は，行政機関内組織として第
２期の CASBを設立した。本節では，第１期と第２期の審議会の業務ならび
に両審議会の関係について説明する。
［１］第１期審議会（Original Board）
１９７０年に連邦議会は，１９５０年国防生産法の延長法案の可決を受け，第１期
原価計算基準審議会を設立した。同審議会は，上院と下院の特別委員会が監督
する議会の一機関とされた。第１期 CASBは１９７１年から１９８０年９月３０日ま
での業務を行った。同審議会の設立を定めた法が撤回されたことは一度もない
にもかかわらず，連邦議会は１９８１会計年度以降の CASBへの資金拠出を中止
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した。
当時の審議会には，交渉の対象となる国防契約および下請契約に関する統一
原価計算基準（Uniform Cost Accounting Standards）を発布する任務が与えられ
ていた。第１期 CASBは，１９項目の原価計算基準を発布するとともに，請負
業者向けに各業者の原価計算方法の開示方法を定めた開示説明書を作成した。
CASBの基準・規定・規則などについては，連邦規則集（CFR）第４巻第３
章に記載された。その後，この記述は修正され，連邦調達規則（FAR）パート
３０に組み入れられた。さらに１９９２年４月１７日に発効した CFR第４８巻第９９
章において CASBの全業務の再成文化が行われ，同時に CFR第４巻と連邦調
達規則から CASBの全業務に関する記述が削除された。現在でも FARパート
３０には，政府が施行する規則のうち，原価計算基準・規定・規則に含まれて
いない規則全般が記載されている。これらの基準・規定・規則の適用性につい
ては，第４章で考察する。
［２］第２期審議会（New Board）
１９８８年１１月にレーガン大統領は，行政管理予算局（OMB）内に原価計算基
準審議会を設置することを定めた法律に署名した。この新たな原価計算基準審
議会は，５名の委員で構成される。議長は，OMBに所属する連邦調達政策室
（OFPP）の室長であり，その他の審議会委員は，以下の四団体の代表者で構成
される。
 国防総省
 一般調達局
 民間業界
 会計士
２００７年１月時点では，原価計算基準審議会委員２名が空席となっており，
２１６ 松山大学論集 第２３巻 第３号
２００６年秋に連邦調達政策室（OFPP）室長／CAS審議会議長として承認された
ポール・デネット氏がその後任者を捜していた。前 OFPP室長は２００５年９月
に退職している。
２００７年２月，１８ヵ月にわたり業務を停止していた CAS審議会は，新しい委
員候補者名簿に基づき再構成され，会合を再開した。現在，連邦調達政策室室
長ポール・デネット氏が CAS審議会の議長である。委員は，国防契約監査
局副長官エイプリル・スティーブンソン氏，アライアント・テックシステム
ズ社政府会計政策コンプライアンス担当取締役ブルース・ティンマン氏，一
般調達局最高財務責任者キャスリーン・トゥルコ氏，前アーンスト・アン
ド・ヤング社政府契約業務部提携・国内担当取締役（退職）リチャード・ウォ
ール氏などである。２００９年には，OFPP室長代理・副室長が議長職としての業
務を開始した。
２０１０年７月時点の審議会の委員は，連邦調達政策室室長ダニエル・I・ゴー
ドン氏（議長），国防次官（会計監査担当）特別顧問エイプリル・スティーブ
ンソン氏，ハニーウェル社政府会計コンプライアンス担当取締役ブルース・
ティンマン氏，一般調達局最高財務責任者キャスリーン・トゥルコ氏，前アー
ンスト・アンド・ヤング社政府契約業務部提携・国内担当取締役（退職）リチャ
ード・ウォール氏などである。
第２期 CASBには，政府契約に対する原価の測定および配分についての統
一性と整合性の確保を目的として策定される原価計算基準の発布および維持に
関する権限が付与されている。基準は配分可能性に関する問題のみを対象とし
ており，各当局に対する許容可能性については対象外としている。基準は，価
格が６５０，０００ドルを上回る契約について交渉する全執行機関に適用される（交
渉価格が規定のカタログ価格もしくは市場価格に基づく場合，または法律もし
くは規則により定められている場合を除く）。CASBには，契約企業と下請企
業のクラスもしくはカテゴリーを除外する権限と権利放棄手続きを設定する権
限が与えられている。
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第２期 CASBには，第１期 CASBよりも広い範囲の権限が付与されている。
第１期 CASBによる発布内容は，国防元請契約と下請契約のみに適用される
ものであった。現在では，明示的に免除されている場合を除き，交渉対象とな
る政府契約（軍用／民生）が，すべて CASBによる発布内容の対象となる。
第２期 CASBの設立を定めた１９８８年の法律では，基準，解釈，修正などの
発布に関する法的要件を定めている。その要件は，以下である。
 提案される業務に関する審査－CASBは，想定される実行原価につい
て，契約価格の設定および契約管理ならびに紛争の解決に際して発生する
ものとして想定される便益，利点および欠点ならびに提案される業務に対
する実行可能な代替案の比較を検討しなければならない。CASBは，上記
要素について審査する際，会計監査長官，専門会計機関，請負業者，およ
びその他の関係当事者と協議するよう指示されている。
 公表，意見，および発効日－CASBは，連邦公報にてその結論に関する
報告書を公表するものとする。CASBは，「規則制定案事前通知」ととも
に，その報告書に関する意見を募集しなければならない。意見募集期間と
して６０日間以上を設定しなければならない。最終規則の発行に先立ち，
連邦公報にて規則制定案通知を発表しなければならない。また意見募集期
間として，さらに６０日間以上を設定しなければならない。
 規則の施行－原価計算基準の施行および解釈の実施に向けて CASBが
発布する規定および規則を FARに組み入れる。この規定および規則は，
最終案が連邦公報に公表されてから１２０日以内に発効する。ただし，上記
期間の延長を要すると審議会が判断した場合を除く。
原価計算基準の発効日は１２０日以内であるが，適用日については規則で定め
られていない。そのため，CASBが契約企業と下請業者に対する適用日を設定
する。個別の基準と規定あるいは規則に関する具体的な適用日は，関連する問
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題に左右され，個別の事案ごとに決定される（「発効日」と「適用日」の違い
に関する考察については，§２．０４を参照）。
CASBによる発布内容は，他の執行機関による規則に優先する。OFPPは，
原価計算基準と整合しない規則が他に存在しないことを確認する責任を負う。
整合しない規則が存在する場合，OFPPは，かかる規則に関連する執行機関に
対し，その規則を修正もしくは撤回するよう求めることができる。配分可能性
と許容可能性との比較に関する問題については，各種規則と原価計算基準との
間に複数の不整合が存在することが広く認識されている。許容可能性について
は各当局が判断する。配分可能性に関する不整合については，原価計算基準を
優先して解決する。
過去の CAS審議会において未解決とされたイニシアチブとしては，政府
契約のもとでの従業員持株制度（ESOP）の原価の承認に関する CAS４１２と CAS
４１５に対する修正案の最終決定，CAS開示説明書要件の改定，CAS４０３，
CAS４０４，CAS４０９に記載されている資産計上閾値と記録保管要件の改定，
売上原価または売上高ベースから総トータル原価ベースへの移行に関する
CAS４１０規定の修正，契約企業が同じ日に複数の会計実務を変更した場合の
原価計算への影響に関する規定と基準の改定，国外企業との契約に適用され
る CASの条項の妥当性の判断，市販品の調達に関する時間・材料契約と作
業時間契約の CAS対象範囲からの除外，	異常災害損失を構成する事項の定
義に関する CASと連邦調達規則との間の不整合の解決などがあげられる。
項と項については，２００７年６月に終了した。業界では，同審議会で検討す
べきものとして，複数の CAS要素を特定した。その要素は，以下である。
・売上原価または売上高ベースから総トータル原価ベースへの移行に関する
CAS４１０規定の修正。
・契約企業が同じ日に複数の会計実務を変更した場合の原価計算への影響に
関する規定と基準の改定。
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・国外企業との契約に適用される CAS条項の妥当性の判断。
・市販品の調達に関する時間・材料契約と作業時間契約の CAS対象範囲か
らの除外。
・異常災害損失を構成する事項の定義に関する CASと連邦調達規則との間
の不整合の解決。
・年金原価計算基準（CAS４１２，CAS４１３）と重要な関係を有する年金法制
への対応。
CAS審議会は，２００８年９月に会合を開いたのを最後に，２００９年６月まで会
合を開いていない。会合が開かれない理由は，連邦調達政策室室長が務めると
して指名を受けている議長が空席となっていることにある。
［３］CASB基準（Standards）・規定（Rules）・規則（Regulations）などの制定
CASBは，上記の基準・規定・規則などを再び成文化し，CFR第４８巻第９９
章に組み入れた。連邦調達規則（FAR）については，第４８巻第１章に記載さ
れていることに留意すること。再成文化された基準・規定・規則は，１９９２年
４月１７日に発効した。FARパート３０には，参照することにより第９９章が
FARに組み込まれるとする説明文が記載されている。FARにより履行が承認
される規則の対象には，原価計算基準の一部要素が含まれると記載されてい
る。第９９章は，CASBの全面的な規制管轄権の範囲内にあることから，CAS
に対する変更事項を直ちに FARに組み入れることができる。
CASBは，第９９章の構成を以下とした。
調達源（Sources）
パート９９００－章の適用範囲
サブチャプター A－管理
パート９９０１－規定および手続
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パート９９０２－保留
サブチャプター B－調達実務および原価計算基準
パート９９０３－契約対象範囲
パート９９０４－原価計算基準
パート９９０５－教育機関用原価計算基準
原価計算基準に付された番号（４０１，４０２など）は，変更されていない。ただ
し，パート９９０４に基準が記載されて以降は，各基準の番号の頭に９９０４が付さ
れている。例えば，原価計算基準４０１を引用する場合には，９９０４．４０１と記す。
略さずに引用する場合には，４８CFR９９０４．４０１と記す。またパート９９０５に特
定の教育機関用原価計算基準を追加したことにより，教育機関が遵守しなけれ
ばならない基準については，番号の頭に９９０５が新たに付されている。基準を
略さずに引用する場合には，４８CFR９９０５．５０１と記す。
［４］規制化，司法審査からのCASBの除外
CASBの職務は，合衆国法律集第５巻の規制化と司法審査手続の対象から除
外される。この除外措置により，CASBの業務が裁判所において異議を直接受
けることはない。しかし，原価計算基準を適正に発布したか否かという問題に
ついては，契約企業が原価計算基準を遵守しているか否かに関する判決を下す
ために，契約書の紛争条項に基づく法的措置の中で取り上げられる可能性があ
る。法的規定の解釈上，規制化実施者の事後証言には関連性がないことから，
CASB委員が同基準の修正案の審議に関する証言を求められることはない。
§１．０２ CASBが設定する重要な目標
第１期の原価計算基準審議会は，原価計算基準の策定に関する同審議会の目
的，政策，構想などを設定した。第２期の CASBにおいてもこれらの項目を採
用している。
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CASBにとって最も重要なことは，原価計算基準の発布，修正，改定を通じ
て以下を実現することにある。
 同様の条件下において政府との契約企業が行う原価計算実務の統一性を
高めること。
 長期間にわたり，各契約企業が，同様の条件下において行う原価計算実
務の整合性を保つこと。
統一性と整合性を高めることにより，以下を実現すること。
 理解を深め，コミュニケーションを改善すること。
 契約上の紛争の発生件数を減らすこと。
 契約管理の有効性を高めること。
 公平な契約上の合意を円滑に進めること。
［１］統一性（Uniformity）
「統一性」とは，条件とは無関係に，同一であることを指す言葉であると考
えられている。すべての契約企業は，同じ勘定科目表と同じ契約原価計算シス
テムを保有し，用いるべきである。
CASBは統一性について，同様の条件下で事業を行う２社以上の独立採算体
の比較という観点から考えている。絶対的な統一性は，各契約企業が，ある一
定の原価に関し，同じ条件下で，常に同じ原価計算実務を実施しない限り実現
することはできない。CASBは，「同様の条件」を定義することは事実上不可
能であることから，絶対的な統一性の実現は困難であると考えている。その一
方で CASBは，条件が類似する契約企業間の比較可能性を高めることが可能
である場合には，その統一性を高めることを目標のひとつとして述べている。
CASBは，単一の統一会計システムや勘定科目表の制定を試みたことはな
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い。ただし，ある特定の主題領域において関係するすべての契約企業の条件が
本質的に同じである場合には，その条件下における限られた選択肢の中から単
一の原価計算処理法を制定する試みについては，繰り返し実施している。
［２］整合性（Consistency）
会計における整合性とは，ある企業が複数の会計期間にわたり，ある一定の
原価を必要とする同様の事象に対して同じ方法を適用することであると考えら
れている。CASBは，整合性について，長期間にわたる同様の条件下におい
て，契約原価計算結果の比較を可能にするものであると述べている。絶対的な
整合性については，絶対的な統一性と同じく，「同種の条件」あるいは「類似
の条件」を定義することは事実上不可能であることから，その実現は困難であ
ると考えている。整合性とは，ある企業が原価計算方法や技法を変更してはな
らないということを意味するものではない。
第５章で考察するように，原価計算実務には，原価の測定・割当・配分に関
する方法・技法との関連性がある。CASBは，同種の条件下において整合性の
ある原価計算実務を適用することにより，組織は主に２つの便益を得ることが
できると考えている。その便益は，以下に示すものである。
 見積り原価と実際原価との比較の有用性が高まること。
 各会計期間の原価報告書の比較可能性が改善されること。
［３］許容可能性（Allowability）と配分可能性（Allocability）
FARでは，許容可能性の決定要因の１つに配分可能性を含めている。その
ため，許容可能性と配分可能性が両立しない可能性がある。CASBは，許容可
能性を調達担当当局の事業分野全体における契約価格に影響を与える調達概念
のひとつと考えている。他方，配分可能性とは，契約原価の確認に関する会計
概念のひとつであり，原価と原価対象との関係によって決まるものである。原
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価計算基準では配分可能性を対象としているが，個別の原価計算基準の対象と
なる原価の許容可能性については，直接的な関連性は有していない。配分可能
性に関する制限は，FAR，当局による補足説明書，契約書の条項などによって
決まる。
混乱が生じる理由は，授権法規により，CASと他の規則との間の不整合に
ついては CASを優先して解決しなければならないと定められていることにあ
る。CASの対象となるのは原価の測定・割当・配分のみであり，これらは配
分可能性を表現する方法としては非常に優れている。測定・割当・配分を対象
とする規則が他に存在する場合，矛盾点については，CASが優先される。原
価を支払うための資金を政府がどこから調達するかという問題が生じた場合に
は，その判断を下すのは当局の職務であり，その判断は CASの対象外となる。
各当局は，原価を計算する方法（たとえば，直接帯間接など）を指定する文
言を契約書に含める場合がある。その条項が原価計算基準に違反する場合に
は，契約書の条項が法に違反しないように，原価計算基準を優先する。
［４］公正性（Fairness）
公正性は，偏見や先入観の対象となる契約当事者が一切存在しない場合に成
立する。公正性を特定する際の問題点は，特定の状況下における公正性を定義
することにある。ある当事者が公正であると考える内容が，他の当事者にとっ
ては不公正であると感じられることもある。したがって，ある当事者が契約価
格設定の結果を公正であると考え，他の当事者が不公正であると考えることも
ありうる。CASBでは，契約の交渉・管理・裁定に際して原価計算基準を使用
することにより，事実を表す会計データを契約当事者に提示できる場合には，
その基準は公正であるとする立場を取っている。
第２期 CASBでは，新基準を策定し，現行基準を修正するにあたり，公平性
と公正性の概念を検討する予定である。
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［５］検証可能性（Verfiability）
会計における検証可能性とは，同じ測定方法を用いる個別の測定者の間に，
高いレベルのコンセンサスが存在する場合に示される性質の１つである。この
性質が存在する場合には，測定結果のばらつきが非常に小さくなる。
CASBは，原価計算システムには，実用上最大限可能な限りの検証可能性を
備えるべきであると述べている。CASBが「検証可能性」という用語を使用す
る場合，その意味は測定の品質よりもデータの監査可能性との関連性が強いこ
とは明らかである。CASBは，以下の２つの点に関し，この見解を強調してい
る。
 契約原価は，原価の根拠となる適正なデータもしくは文書を調査するこ
とにより，または契約に原価を配分する際に使用した事実および前提条件
を参照することにより，監査可能なものとすべきである。
 契約原価の詳録あるいは備忘記録は，一般会計帳簿と照合可能なものと
すべきである。
CASBは，契約企業に対し，明確な方針と手順（書面によるものが望ましい），
確認可能な監査証跡，原価計算システムと取引の全要素の裏付けとなる適切な
文書，さまざまなレベルの詳しい記録と会計帳簿との照合記録を備えるよう要
請している。
［６］他の権力機関との関係
複数の権力機関が，会計と決算報告に影響を与える声明を発表している。主
な機関としては，財務会計基準審議会，国税庁，証券取引委員会があげられ
る。これらの機関が発行している会計原則・会計通則のことを「一般に公正妥
当と認められる会計原則（GAAP）」という。GAAPの対象となるのは，測定
に関する問題と割当に関する問題までであり，事実上，配分に関する問題は対
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象外となっている。なぜなら，GAAPは，組織による外部利害関係者への会計
報告を対象として策定されたものであり，会計報告手続においては，配分に関
する問題は主たるテーマとはならないからである。管理会計士協会（IMA）で
は，内部原価計算を対象とする管理会計実務計算書を発行している。そのため，
配分に関する問題が，IMAの業務の主要な位置を占めている。ただし適正価
格の設定に際しては，市場の動向の影響の方が大きいことから，IMAでは配
分方法のより一般的な応用が可能な商業的環境に主な重点を置いた業務を行っ
ている。上記の機関は全て，各々の業務の対象となる団体に多大な貢献を果た
しているが，その原則・規則を策定した目的は契約原価計算以外にあることか
ら，契約原価計算に適用するのは適切ではない可能性がある。CASB以外に，
契約に関する特定の問題に対応している団体は存在しない。CASBは，政府契
約に関する原価計算基準の発布に対して明確な責任を持つ機関として，法に基
づき設立された唯一の機関なのである。
CASBは，他の機関の業務との不整合や不一致の発生の防止に取り組んでい
る。同審議会では，契約原価計算に使用しうるかどうかについて，あらゆる資
料に関する審査を実施している。しかし，CASBが有する権限や与えられた任
務の性質上，目的に応じて立場を変える必要がある。そのため，原価計算基準
には，他の機関の声明とは異なる条項が盛り込まれている。
CASは，「一般に公正妥当と認められる会計原則（GAAP）」を構成する１つ
の要素であるとして説明されることが多い。GAAPには，幅広い会計分野に関
する発布内容や発表が含まれている。GAAPは階層型構造を有しているが，そ
の頂点にあるのは財務会計基準審議会と米国公認会計士協会が発布した内容で
ある。原価計算基準（CAS）は，GAAPの構成要素としては下位に位置するも
のとなる。ただし，GAAPの要素となるのは実際には基準のみであり，CAS
審議会が制定する規定・規則ではない。会計方針変更や原価影響計算書に関す
る CAS規則は，GAAPの要素ではない。
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§１．０３ 原価計算基準の概要
［１］原価計算基準の定義
CASBは，原価計算基準を以下のように定義している。
「原価計算基準とは，原価計算基準審議会が正式に発表した見解であり，審
議会の規定の対象となる契約原価の見積り，集計および報告において遵守す
べき複数の原則について明確に記述するもの，適用すべき実務を明確に定め
るもの，原則および実務に関する複数の選択肢の中からいずれかを選択する
際に採用すべき規準を定めるものである。原価計算基準については，原価計算
基準審議会がその目的の達成に必要であると考える程度に一般的もしくは具体
的に，明確に述べることができる」。
上記の定義が示すように，審議会には，原価計算基準の対象となる分野を自
由に設定することができる幅広い裁量権が与えられている。基準の対象が，一
般的かつ包括的なもの（CAS４０１－第１０章など）から，極めて具体的なもの
（CAS４１４－第２３章など）まで広い範囲に及んでいる背景には，上記の自由裁
量権が存在する。
政府監査担当者に対応する契約企業は，原価計算基準が明確であり，曖昧な
部分が存在しないという印象を受けるようになる。基準は，厳密に定めたパラ
メータを整理統合したものではなく，一般に公正妥当と認められる会計原則に
基づき契約企業に与えられる自由裁量権と主観性を制限するものとして策定さ
れている。CASを正しく適用するためには，数多くの判断と解釈が必要となる。
［２］基準の構成
CASBは，第４８巻第９９章に記載されている原価計算基準を，以下のように
整理している。
 目的
 定義
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 基本的要件
 適用方法
 例示
 説明
 例外規定
 発効日
 付録
CASBは，上記と一体となって全体を構成するものであり，条項の解釈に際
しては，いずれの節も単独で意味を成すものではないと述べている。読者は，
基準全体の文脈の中で各条項を解釈しなければならない。
CASBは，発布内容の冒頭において，各々の発布内容を策定したプロセスと，
同基準に定める条項を導出する根拠となった要因に関する分析的な見解を述べ
ている。また冒頭の補足文（巻頭言と呼ばれることが多い）の中で，各基準の
初回発行時に，その反応として寄せられた見解の概要を示し，大幅な変更を実
施した場合にはその理由を説明するとともに，提案された変更を行わなかった
場合の理由についても説明している。これらの見解は発布内容を構成する正式
な要素ではなく，強制力も有していないが，CASBの意図を説明した信頼でき
る声明であり，規定について理解する際に役立つことが多い。CASBが新たな
基準を発行する際には，その発表内容に同様の見解を記載することになる。
［ａ］目的
「目的」の節には，基準の発布に際して CASBが目指す目標に関する簡単な
説明を記載する。ほとんどの場合，基準の対象となる会計情報の整合性と比較
可能性が目標の１つとしてあげられている。
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［ｂ］定義
CASB規則パート９９０３．３０１以降の「定義」の節には，特定の基準で主に使
用される用語の定義が繰り返し記載されている。多くの場合，CASBは「基本
的要件」の節でのみ主に使用されている用語を定義するという慣行に準じてい
る。ただし，ある定義が基準の中に再度記載されているか否かという事実に
よって，CASB規則に記載されている全ての定義の当該基準に対する全般的な
適用性が左右されることはない。
［ｃ］基本的要件
「基本的要件」の節では，同基準の対象となる原価の計算に際して適用すべ
き幅広い原則または実務の概要について説明する。事実上，基本的要件とは，
各基準の基本的概念について説明するものとなる。
［ｄ］適用方法
「適用方法」の節では，基本的要件に記載される概念の実行に向け，実務に
関する複数の選択肢の中からいずれかを選択する際の基準を記載している。原
則として適用方法とは，基本的要件で概説する原則または実務に基づき，計算
方法の選択肢の絞り込みを行うものとなる。またこの節では，重要性や特殊条
件について検討する基本的要件の条項を適用する特殊な方法を提示することも
できる。
「基本的要件」の節と「適用方法」の節との関連性の観点からは，原価計算
基準は必ずしも整合性のある構成を有していない。例えば，基準の中には，各
基本的要件に対して一通り以上の方法を備えているものがある。また方法に関
する条項をグループ化し，対応する基本的要件の条項と同じ順番に並べている
ものもある。後者の場合，１番目の基本的要件に対する方法に関する条項は，
いずれも２番目の基本的要件に対する方法に関する条項よりも先に記載されて
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おり，それ以降の条項についても同様の原則が適用されているのである。原価
プールを対象とする基準の場合には，原価の構成要素，プールの数，配分の根
拠など，対象とする事項ごとに方法に関する条項をグループ化しているものが
多い。原価のクラスやカテゴリー，要素に関する基準の場合には，コストに関
する以下の３つの関連事項に基づき，方法に関する条項を大きくグループ化し
ているものが多い。他の基準も，それぞれに異なる方法を採用している。
 測定
 割当
 配分
［ｅ］例示
「例示」の節には，具体的な条件下における基準の運用方法の実例が示され
ている。一般に本節では，実際の会計実務または想定される会計実務について
説明し，それらの実務が原価計算基準の条項に適合するか否かを特定する。ま
た本節では，特定の条件下で実行可能な実務の例を具体的に例図することもで
きる。
一般に，実例は以下の項目で構成される。
 会計実務に関する説明
 当該実務が同基準に適合するか否かに関する説明
 当該実務が基準に適合しない場合，基準に適合させるために実施しなけ
ればならない内容
例示については，簡略化されすぎており，実用的ではないとする批判も多
い。しかし CASBは，意図的に簡単な事例を示しており，多くの問題を図に
盛り込んでしまうと，当該基準の適用対象となる問題と他の要件の適用対象と
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なる問題とを明確に区別するのが難しくなると考えている。CASBは，解釈を
必要としない例の提示を試みている。
［ｆ］解釈
「解釈」の節には，ある基準の条項に関する重要な解釈を記載する。
［ｇ］例外規定
「例外規定」の節では，各基準の例外規定を定める。
［ｈ］発効日
「発効日」の節には，当該基準が発効する日付，ならびに契約企業に対する
適用性または契約そのものを発効させる条件を記載する。例えば，CAS４０６の
場合，CAS４０６の対象となる契約を請け負った後，契約企業の次の会計年度が
始まる時点で適用されることになる。
［ｉ］付録
「付録」の節は，２つの目的に利用する。第一に，一連の計算と説明を記載
する例示が必要となる場合，その例示については「付録」の節に記載する。第
二に，基準の施行に向けて移行措置が必要となる場合，その方法と，それに関
する説明についても「付録」の節に記載する。
［３］発布済基準のリスト
原価計算基準のうち，当初発効日が１９７２年から１９８０年の間となっているの
は１９項目である。１９９２年に実施した CASB基準・規定・規則の再成文化によ
り，新たな契約に関する発効日は全て１９９２年４月１７日に設定されている。
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内 容
CAS４０１－原価の推算，累積および報告に関する整合性
CAS４０２－同じ目的で負担する原価の配分に関する整合性
CAS４０３－本社経費の事業部門への配分
CAS４０４－有形資産の資本化
CAS４０５－非許容原価の計算
CAS４０６－原価計算期間
CAS４０７－直接材料および直接労働に関する標準原価の使用
CAS４０８－個人的有給休暇の原価計算
CAS４０９－有形資本的資産の減価償却
CAS４１０－事業体一般経費および管理費の最終原価目標への配分
CAS４１１－材料調達原価の計算
CAS４１２－年金原価の構成および測定
CAS４１３－年金原価の調整および配分
CAS４１４－設備資本原価の１要素としての資金原価
CAS４１５－繰延報酬原価の計算
CAS４１６－保険料の計算
CAS４１７－建設中の資本的資産原価の１要素としての資金原価
CAS４１８－直接原価および間接原価の配分
CAS４２０－独立研究開発原価ならびに入札および提案原価の計算
［４］原価計算基準の概念的グループ化
原価計算基準は複数のカテゴリーに分類され，グループ化されている。各グ
ループに属する個別基準には，いくつかの類似点があり，各グループ間にはあ
る程度重複する部分がある。１つの基準を複数のグループに適用可能な場合が
ある。使用するグループを以下に示す。
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 基本原価計算実務：CAS４０１，４０２，４０５，４０６。
 配分に関する概念：CAS４０３，４１０，４１８，４２０。
 固定資産会計：CAS４０４，４０９，４１４，４１７。
 職員への報酬：CAS４０８，４１２，４１３，４１５。
 その他の基準：CAS４０７，４１１，４１６。
［ａ］基本原価計算実務
グループに属する基準は，政府契約原価計算に使用する適正な原価計算シス
テムの基盤となるものである。CASBは，グループに属する基準が非常に重要
な基盤となることから，これらについては CASの適用範囲の修正が必要であ
ると判断した。これらの基準のうち，２項目は，原価の見積り，集計，報告を
行う際，ならびに原価を直接原価もしくは間接原価として分類する際の原価計
算実務の使用に関する整合性を対象としている。他の２項目は，会計システム
における非許容原価の処理の重要性と影響，ならびに間接原価率の計算におけ
る会計年度の重要性を対象としている。本グループに属する基準は，概念の実
行に関する幅広い原則を提示するものであるが，特定の職務や原価要素，原価
プールに関する原価計算処理については対応していない。
［ｂ］配分に関する概念
グループに属する基準は，特定の原価プールに関する原価計算処理を対象と
している。これらの基準は，プールされた原価の同質性を確保するという点に
特別な注意を払った上で，プール内の原価の集計基準を定めている。原価プー
ルと原価目標との間の利害関係もしくは因果関係に基づき，許容可能な配分に
関する根拠や，基盤となる選択に関する基準を定めている。
［ｃ］固定資産会計
固定資産会計を対象とする基準では，以下の３つの問題に対応している。
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 原価の資産計上に関する閾値。
 固定資産の物理的使用を考慮する減価償却方針。
 設備資本原価の１要素としてのお金の原価。
［ｄ］職員への報酬
本グループに属する基準は，職員への報酬（現金で支払われるもの，現金以
外の価値のある物品で支払われるもの，他の便益を提供することによって支払
われるものなど）の原価を対象とする。これらの基準は，報酬に関する重要性
の低い要素のみを対象とするものであり，定期的に実施する作業に対して直接
支払われる報酬は対象外となる。職員に対して支払われる報酬については，そ
の種類を問わず対象外とするものであり，また直接原価もしくは間接原価とし
て処理される特定の報酬に基づく規定を定めるものでもない。これらの基準
は，企業の原価計算実務における上記原価の処理方法に重点を置いている。
［ｅ］その他の基準
本グループに属する基準は，論理的には前記グループのいずれにも該当しな
い原価について，各クラス，カテゴリー，要素の定義と原価計算処理などを対
象とする。
［５］発布
契約企業から CASBに対し，問題に迅速に対応するよう求める声が上がっ
ている。しかし，連邦議会により，原価計算基準の発布に関するプロセスが義
務付けられている。このプロセスは，以下の４段階のフェーズで構成されてい
る。
 意見公募フェーズ。
 報告書・規則制定案事前通知フェーズ。
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 規則制定案通知。
 最終規則。
「意見公募フェーズ」は，一般市民向けの文書を発行し，意見を募集する期
間となる。この文書では，対象となる課題に関する主な問題点の概要を記載し，
それら問題点の解決に向けた選択肢について議論する。この文書は，CASBが
どの事業に重点的に取り組むべきであるかという点に関する方向性について議
論する際の基盤となる。意見公募期間としては，６０日以上を設定する。
「報告書・規則制定案事前通知フェーズ」は，基準の草案となる文書を作成
する期間となる。CASBは，その元となる文書を作成し，その文書に対する意
見を募集する。本フェーズは，CASBが問題の解決に向けて実施する具体的な
方策を示す最初の期間となる。意見公募期間としては，６０日以上を設定する。
「規則制定案通知」では，原価計算基準案を発行する。CASBがその一部を
変更すべき理由として納得しうる意見が寄せられなかった場合には，この基準
案が最終規則となる。基準案に対する意見公募期間としては，６０日以上を設
定する。
「最終規則」では，原価計算基準を発布する。
以上のプロセスは長期にわたるものとなる。関係当事者からの意見を公募す
る期間だけで，６ヵ月以上を要する。CASBは意見を公募した上で，最初の３
段階にあたる各フェーズにおいて議論を行う期間を設定する。新規もしくは修
正原価計算基準を策定し，発布するまでには１年程度を要する。
このプロセスの基盤は，審議会の業務に関して意見を述べる機会を提供する
ことにある。契約企業は，できる限り早い段階でこのプロセスに関与すべきで
ある。第２フェーズまでに数多くの決定がなされるため，第３フェーズまで
待ってから意見を述べるのでは遅すぎる。契約企業がプロセスに関与する段階
が早いほど，その影響力は大きくなる。
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§１．０４ CASBによる成果の概要
連邦議会が行政機関内に CASBを設立して以降，その業務の進展が遅く，
さほど成果が上がっていないとして，CASBを批判する声が多く上がってい
る。本節では，１９９０年代から２０００年代にかけて，CASBが完了した業務の概
要を示す。
［１］CAS適用閾値（Thresholds）の引き上げ
１９９３年１１月４日，CASBは，CAS完全適用範囲と開示説明書（Disclosure
Statements）に関する適用閾値を引き上げた。CAS完全適用範囲に関する適用
閾値については，１，０００万ドルから２，５００万ドルに引き上げた。この閾値は，
２段階で適用される。第一に，単一の CAS対象契約のうち，２，５００万ドル以
上の契約を締結した事業体が CAS完全適用範囲の対象となる。第二に，事前
原価計算期間内に総計で２，５００万ドル以上の CAS対象契約を締結した事業体
も CAS完全適用範囲の対象となる。ただし後者の場合，契約のうち１件の価
格が１００万ドルを上回っていることが条件となる。上記の変更に先立ち，売上
高の割合（％）に基づく完全適用範囲が導入された。
上記の変更による影響は，CAS修正適用範囲にも及ぶこととなった。過去
の原価計算期間において２，５００万ドルの対象契約を締結していない事業体，も
しくは１００万ドルを上回る単一の CAS対象契約を締結していない事業体との
間に締結した２，５００万ドル未満の CAS対象契約については，完全適用範囲で
はなく，修正適用範囲の対象となる可能性がある。
２０００年６月９日，CASBは，閾値要件を再修正した。CASBは，CAS完全
適用範囲に関する閾値（ドル換算）を２，５００万ドルから５，０００万ドルに改定し，
さらに契約企業が CAS完全適用範囲の対象となる条件としていた，１００万ド
ルを上回る CAS対象契約を１件以上締結していなければならないとする要件
を削除した。また要件の変更に伴い，７５０万ドルの CAS適用「条件」閾値も
追加した。この規定により，業務を遂行する契約企業の事業部門が過去に７５０
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万ドル以上の価格の CAS対象契約を１件も締結したことがない場合，７５０万
ドル未満の価格の契約については CAS適用範囲から除外されることになる。
１９９３年には，開示説明書に関する閾値についても，１，０００万ドルから２，５００
万ドルに引き上げた。この変更は，単一の契約締結，ならびに過去に２，５００万
ドル以上の CAS対象契約を締結したことがある場合の契約締結を対象とする
CAS完全適用範囲閾値に対応するものである。１００万ドルの契約条件閾値につ
いても適用される。CAS対象契約の売上高が１，０００万ドル未満であり，かつ
事業部門の売上高の３０％未満である事業部門に関しては，開示説明書要件の
例外規定を別個に追加した。この新たな例外規定に基づき，ある事業部門に関
する開示説明書の提出を企業が求められた場合，かかる企業は CAS対象契約
に対する原価への寄与分が５００，０００ドルとなる全事業部門に関する開示説明書
を提出しなければならないとする一般規則が存続することとなった。
２０００年６月９日に行われた CAS適用閾値の変更に伴い，開示説明書に関す
る閾値（ドル換算）も変更となった。同閾値については，２，５００万ドルから５，０００
万ドルに引き上げた。またこの変更に伴い，契約企業が１００万ドルを上回る契
約を１件以上締結するとした要件を削除した。
２００７年６月，審議会は，CAS契約適用閾値を６５０，０００ドルに引き上げた。
この値は現在，調達価格真正法（TINA）の適用閾値となっている。この措置
が必要となった理由は，２００６年度国防権限法（公法番号１０９－１６３）により，CAS
適用閾値を TINA適用閾値と同じ値とすることが義務付けられたことにある。
原価計算基準審議会は，他の閾値については調整しないことを決定した。
２００５年１２月，CAS審議会は，事業体に対する適用閾値を７５０万ドルから
８５０万ドルに引き上げ，撤回権限閾値を１，５００万ドルから１，７００万ドルに引
き上げ，完全適用範囲閾値を５，０００万ドルから５，６５０万ドルに引き上げ，
企業開示説明書提出閾値を５，０００万ドルから５，６５０万ドルに引き上げ，企業
の事業部門による開示説明書提出閾値を１，０００万ドルから１，１５０万ドルに引き
上げ，教育機関の開示説明書提出閾値を２，５００万ドルから２，８３０万ドルに引
ライフサイクル・コスティングの体系に関する研究 ２３７
き上げるとする追加措置案を発表した。
［２］CAS修正適用範囲の拡大
当初，CAS修正適用範囲は，CAS４０１と CAS４０２の遵守に限定されてい
た。１９９３年１１月４日，CASBは上記範囲を拡大し，CAS４０５「非許容原価の計
算」と CAS４０６「原価計算期間」についても対象とした。そのため現在では，
修正適用範囲の対象となる契約企業に対し，４項目の原価計算基準（CAS４０１，
CAS４０２，CAS４０５，CAS４０６）の遵守が義務付けられている。
［３］国外契約企業に関するCAS適用性の明確化
国外契約企業を対象とする CAS規則の文面には，「修正適用範囲」という文
言が含まれていた。１９９４年９月２２日，CASBは，CASの対象となる国外契約
企業に対し，整合する２項目の基準，すなわち CAS４０１と CAS４０２のみを適
用するとした説明文を発表した。これにより，上記 CAS規則から修正適用範
囲の文言が削除された。
２００７年６月に発表された規定案では，国外企業と締結する CAS対象契約・
下請契約への包含に関する条項が設けられている。この条項は，CAS修正適
用範囲の対象となる契約に適用される現行の条項が CAS４０１と CAS４０２にの
み記載されている点を除けば，現行の条項と同一である。本規定は，２００８年
に最終的にまとめられた。
［４］例外規定と権利放棄
CASBは，労働余剰地域セットアサイド（set-asides）制度に基づく労働余剰
地域企業との間に締結する契約を対象とする，CAS例外規定を設定した。１９９５
年３月３０日，連邦調達合理化法に記載されている規定が変更されたことによ
り，この例外規定が撤廃された。
１９９６年９月２７日，市販品に関する確定価格契約が CAS適用範囲の対象外
２３８ 松山大学論集 第２３巻 第３号
となった。この例外規定の設定は，１９９６年の連邦調達改革法第４２０５条（公法
番号１０４－１０６「国防権限法」ディヴィジョン D）に基づいて行われた OFPP法
（４１USC４２２）の修正を CASBが履行したことによるものである。その後，１９９７
年６月６日には，例外規定の対象範囲が経済価格調整を伴う固定価格契約にま
で拡大された。
CASBは，２０００年６月９日に発行された CASB最終規則に基づき，原価も
しくは価格設定データを提出せずに適正な価格競争に基づき締結される確定価
格契約を対象から除外した。「原価もしくは価格設定データ」という文言を使
用した理由は，契約競争法において，この文言について「認証を要するデータ」
と定義しているためである。
２０００年６月９日，CASBは行政機関当局の長に対し，業務を実施する事業
部門の主たる業務が市販品の販売業務であり，他の CASの対象とならないと
当局長が判断する場合には，１，５００万ドル未満の価格の契約に対する原価計算
基準の適用を撤回する権限を付与した。また当局長には，特別な事情が発生し
た場合の撤回権限についても追加して付与した。CASBは，当局長は自身が有
する CAS撤回権限を，上級政策決定職より下位の当局職員に委任してはなら
ないとする規定を定めた。
［５］「純契約価格」と下請契約の定義の明確化
１９９３年１１月４日，CASBは閾値の検討に関する契約価格の判断における
「純契約価格」の定義を明確化した。この定義の明確化に基づき，契約オプショ
ンの想定価格が計算の対象に含まれることになる。また純 CAS対象契約価格
の測定においては，企業のある事業部門から他の事業部門への譲渡は，譲渡者
による下請契約の締結とみなされる。
［６］年金基準CAS４１２・CAS４１３の改定
１９９５年３月３０日，CASBは，定年退職従業員収入保障法（ERISA）に適合
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する完全積立限度額を導入し，その限度額を CAS４１２に組み入れた。この変更
に基づき，当該期間に対する最低割当可能年金原価はゼロとなり，最高割当可
能年金原価は（該当する場合）最高課税控除額となった。また年金原価計算額
についても，積立過剰の年金制度に原価を割り当てることができないようにす
るため，割当可能原価限度額の対象とした。当該期間に対する割当原価に対し
ては，当該機関の最終原価目標に配分可能な資金を調達しなければならない。
現行期間に割当不能な原価については，将来期間に再割当を行う。また CASB
は，国税庁の収支方程式をモデルとした収支試験を策定した。この試験では，
年金数理による見越し負債全額を計上する必要がある。
それと同時に，CASBは，契約原価を認識する根拠として，連邦税法に基づ
く非適格年金制度に関する見越し原価を使用する部分資金調達要件を導入し
た。連邦税の対象となる契約企業は，会計期間の見越し年金原価について，資
金調達当局を通じてその額を調達する場合，その全額を認識することができ
る。資金調達要件もしくはその他の要件を満たしていない場合，退職者に給付
金を支払った時点で，非適格年金制度の原価の割当が可能となる。
CAS４１３に関する問題を抱える契約企業と政府にとって困難な問題の１つと
して，事業部門の閉鎖，年金制度の終了，もしくは給付金の凍結に関する調整
が必要となることがあげられる。CASBは，必要となる原価の調整について，
その明確化と強化を模索した。１９９５年３月３０日，CASBは，「事業部門の閉
鎖」の定義の中に，政府との事業の継続を中止する事業部門を含めることを決
定した。それに伴い，事業部門閉鎖後の負債の計算に，未払給付原価方式を使
用することが必要となった。事業部門に配分される資産の市場価格と，事業部
門閉鎖時点における年金数理による見越し負債計算額との差額が，年金原価の
自然評価額の調整額に相当する。また上記の変更により，規定の方法に基づく
計算結果が不公平となる場合には，他の計算方法を用いることができるように
なった。
CASBは，CAS４１２と CAS４１３の変更に伴い，CAS４１２と CAS４１３の旧版の
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遵守から，CAS４１２と CAS４１３の改定版の遵守への移行方法を提示する必要が
あると考えた。CASBは，上記の移行方法について，過去に認識した原価を改
定方法のもとで再度認識してはならないとする衡平原則を遵守しなければなら
ないと定めた。一方，これまで ERISAに基づく税金控除制限額が定められて
いなかった原価については，改定方法に基づく制限額を定めなければならな
い。CASBは，その他の理由により過去に許容不能とされた原価については，
今後も上記規定に基づき割当可能もしくは配分可能とはしないとする従来の方
針を堅持した。CASBは，CASの改定を待つ間に，実用上の理由から数多く
合意が形成されたことを認識し，政府職員に対し，移行原則に従う現行の協定
を承認するよう提言した。
［７］資産資本化規準の修正
１９９６年４月１５日，CASBは最高調達原価閾値を１，５００ドルから５，０００ドル
に引き上げた。これは，CAS４０４の対象となる契約企業に関する資本化基準の
１つである。
［８］企業合併後の資産評価
政府契約企業が関与する企業合併に際して買収した有形資本的資産について
は，買収された企業が報告した価格で，買収した企業側が資産計上しなければ
ならない。１９９６年２月１３日に公布された CASB規定によれば，資産価格の段
階的増加もしくは段階的減少はいずれも認められておらず，義務付けられても
いない。本規定が適用されるのは，第一にパーチェス法を採用すること，第二
に対象となる資産により減価償却費，または過去の原価計算期間の原価を基準
として交渉を行った連邦契約もしくは下請契約に配分された資金原価が発生し
たことという，２つの条件が存在する場合である。段階的増加・段階的減少を
行わないという規定の目的は，衡平法上，買収された企業に政府が支払った原
価に相当する額について，政府が再請求を試みた場合に発生する問題を避ける
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ことにあった。かかる原価を請求しない場合には，段階的増加／段階的減少に
関する制限は適用されず，買収された企業の原価の一部を当該資産に割り当て
ることになる。
原価計算基準４０４を適用するには，買収した企業が CAS完全適用範囲の対
象でなければならないが，買収された企業が CASの対象であったかどうかに
ついては重要な要素とはならない。企業合併が行われる直前の原価計算期間内
に，対象となる資産により連邦契約に配分された原価が発生したかどうかにつ
いては，重要な検討事項となる。
［９］開示説明書書式の改定
１９９６年２月２８日，CASBは，教育機関以外の契約企業が使用すべき開示説
明書書式の改定版を発行した。この改定は，２０年間にわたる旧版の使用経験
を踏まえて行われたものである。新書式の導入を定めた規則は直ちに発効した
が，旧書式の開示説明書を提出した契約企業に対しては，内容に大幅な変更が
ない限り，１９９８年末以降の最初の会計年度が始まるまで，新書式による開示
説明書の再提出は義務付けないとした。
また，パート（繰延報酬および保険料）を中心に，新たな題目に関する欄
が追加された。新たな題目としては，主に資金原価，定年退職後医療給付金，
従業員持株制度などがあげられる。
改定書式の一般指示書では，契約企業に対し，参照することにより自社の現
行の会計方針または会計実務説明書を組み入れることを認めている。参照につ
いては，契約企業が自由に選択することができる。
改定書式では，本社レベルで適用方針を設定した場合，もしくは原価を実際
に本社が負担する場合，事業部門が提出した書式の一部を本社レベルで作成す
ることを認めている。パート，，，（一般情報，直接原価，直接原価
と間接原価の比較，間接原価）については，各事業部門が作成し，提出しなけ
ればならない。パート，，（減価償却および資産計上実務，その他の原
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価および貸勘定，繰延報酬および保険料）については，提出は事業部門が行わ
なければならないが，作成については，特定の条件を満たす場合には本社が行
うことができる。開示要件の対象となる本社は，全てパートからパート（本
社経費）までを作成しなければならない。開示説明書を提出する事業部門が本
社に複数存在するケースも認められるが，その場合，本社業務を対象とする開
示説明書については一部のみ提出すればよい。
［１０］CAS４０６に関する説明書第１号
１９９７年６月６日，CASBは CAS４０６に関する説明書を発行した。この説明
書には，「事業再編原価」の定義，ならびに会計処理に関する説明が記載され
ていた。事業再編プロセスに起因する資本的資産の改良もしくは改善について
は，CAS４０４と CAS４０９に基づいて資産計上し，減価償却するものとする。
事業再編原価は繰延原価として累積し，事業再編による利益が発生すると予
想される期間にわたり減価償却される。この減価償却期間は，５年以内としな
ければならない。減価償却では，一般に定額法を使用する。繰り延べられた事
業再編原価は，資金の設備資本原価を決定する計算に関する投資基盤には含ま
れない。
［１１］原価計算実務の変更の修正
２０００年６月１４日に CASBが発行した最終規則では，原価計算実務の変更を
統括する定義と規定の修正が行われた。変更については，必須の変更，望まし
い変更，および一方的変更として定義した。
規則は，必須の変更について「他の CAS対象契約もしくは下請契約の締結
により，後に現行の CAS対象契約に適用されることになる適用基準，修正，
もしくはその解釈に準拠するために，請負業者による実施が義務付けられた，
原価計算実務における変更を指す」と定めている。
規則は，望ましい変更について「管轄の連邦機関職員が政府にとって望まし
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く，不利益をもたらさないと考える変更であり，したがってかかる変更による
影響を受ける CAS対象契約の増加原価禁止条項の対象とはならない，請負業
者が設定もしくは開示した原価計算実務に対する基準に準拠した変更」と定義
している。
規則は，一方的変更について「基準に準拠したある実務から基準に準拠した
他の実務への原価計算実務の変更について，CAS対象契約を締結した請負業
者が実施することを選択したもののうち，管轄の連邦機関職員が望ましい変更
とはみなさず，かつ政府が増加原価の総額の支払を行わない変更」と定義して
いる。
［１２］PRB（Post Retirement Benefit Plans）原価を対象とする基準の提案
２０００年１０月５日，CASBは，退職後給付制度（PRB）原価を契約原価とし
て認める新たな基準の制定を提案した。CAS４１９として指定されたこの基準案
は，PRB制度原価の詳細について直接取り扱う最初の基準案となった。この
基準案では，PRB原価の測定基準，各期間への原価の割当て，組織の事業部
門への割当原価の配分について定めていた。
数多くの研究を実施した後，CASBは，２００３年９月１０日にこの基準案を撤
回した。撤回した理由は，政府原価計算の目的上，退職後給付金に対する債務
を，政府が必要以上の財政リスクを負うことなく認識できるとする確信が十分
には得られないと CASBが判断したためであった。研究結果から，契約企業
は，医療費の高騰，高齢化社会，国際競争への対策として，退職後給付金を将
来的に修正，減額，もしくは廃止する柔軟な能力を備える必要があると結論さ
れた。
１９７７年の和解契約により，政府は，２箇所の軍用砲弾工場を運営している
間に現アライアント・テクシステムズ，ATKエアログループの職員に支給し
た給付金のために１９９６年度と１９９７年度に負担した退職後給付金（PRB）原価
に関する債務の全額を免除された。この和解契約に基づき，ATK／チオコール
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は，１９９６年の訴訟において主張した PRB原価に関する一切の請求権を放棄し
た。ATK／チオコールは，２７０万ドルの追加給付金を求める際，この額は PRB
和解交渉過程において係争の対象となっておらず，したがって和解の対象とは
ならないとの立場を取った。同社は，和解により解決したのは紛争の対象と
なった原価のみであると主張する一方で，２７０万ドルの財務調停が未解決のま
まとなっており，引き続き対応すべきであると主張した。裁判所はこの主張を
却下し，資金拠出請求，契約紛争法の申立てに関する詳細な審査を実施した
後，当該訴訟における問題の主張については，過去の判決において主張されて
いたものと思われるとする評決を下した。
§１．０５ CASと他の規則・GAAPとの関係
契約企業が遵守しなければならない多くの規定・規則と併せて原価計算基準
（CAS）を履行するにあたり，統括規定または規則に関し，ある種の序列が存
在していることが明らかとなった。この序列は，時間の経過とともに徐々に形
成されたものである。この序列では，CAS審議会の基準・規定・規則を最上
位に位置づけている。CASの対象に含まれていない場合には，FAR，および
当局による FARの補遺の原価主義が序列の第２位となる。原価主義の適用範
囲に一切の事項が含まれていない場合には，「一般に公正妥当と認められる会
計原則（GAAP）」が統括する。さらに最後の手段として，契約当事者は特定
の状況に適した原則・実務を参照することができる。この序列は，CASが原
価主義に優先し，原価主義が GAAPに優先することを前提としている。各レ
ベル間で不整合が生じた場合には，序列の高いレベルを優先して解決する。ま
たある問題について，高いレベルでは一切の規定がなく，低いレベルでその問
題に対応している場合もある。一般には，その問題に対応しているレベルにお
いて，適切なガイダンスが提示されているとみなされる。
原価計算基準では，配分可能性に関する問題を対象としており，許容可能性
の決定要因については，原価が配分不能である場合には原価が許容不能である
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という事実を通じた場合を除き，対象としていない。FAR原価主義では，主
に許容可能性に関する問題を対象としているが，同時に直接原価・間接原価に
関する要件を通じ，配分可能性との関連性も有している。GAAPは測定と割当
に関する問題を対象としている。測定と割当てとは，配分可能性にとって重要
な原価計算実務を定義する３要素のうちの２要素である。問題が発生するの
は，許容可能性基準の代わりに配分可能性基準を使用した場合である。
本稿は，２０１０（平成２２）年度 特別研究助成金による研究成果である。
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